
116

３７

１８

121

137

110

１８

138

10基

89

２９

83

４７

83

２８

56

東京電力HD㈱
福島第一原子力発電所

東北電力㈱
女川原子力発電所

中部電力㈱
浜岡原子力発電所

日本原子力発電㈱
東海・東海第二発電所

東京電力HD㈱
柏崎刈羽原子力発電所

中国電力㈱
島根原子力発電所

北陸電力㈱
志賀原子力発電所

日本原子力発電㈱
敦賀発電所

関西電力㈱
高浜発電所

関西電力㈱
美浜発電所

東北電力㈱
東通原子力発電所

東京電力HD㈱
東通原子力発電所

九州電力㈱
玄海原子力発電所

関西電力㈱
大飯発電所

東京電力HD㈱
福島第二原子力発電所

電源開発㈱
大間原子力発電所

138

１９

139

1107878787846

17

54

110

３８

110

３３

110

３０

110

２９

110

３４

34 50

56

46 82

３５

(2014.6.10)

(2014.2.14)

再稼働

5基

設置変更許可

(許可日)

新規制基準

審査中

(申請日)

9基

未申請

110

２９

PWR BWR ABWR

出力(万kW)

年数 

2024年6月2日時点

四国電力㈱
伊方発電所

57

118 118

57
九州電力㈱
川内原子力発電所

(2015.8.14) (2015.10.21)

110110110110

24基

136

２７

136

２６

３２

118 118

３１

３０

118 118

２６

89

３９

89

３８

58

３４

58

３３

91

１４
北海道電力㈱
泊発電所

(2013.7.8)

83

２２
(2020.2.26)

54

３０
(2014.8.12)

36

(2015.11.5)

114

３０
(2015.6.16)

110

３６

84

(2021.6.29)

(2018.5.11)(2018.3.16)

(2021.9.15)

(2018.6.19)(2018.3.25)

(2016.8.15)

(2014.12.16)

(2018.8.10)

110

４５

(2018.9.26)

52

(2017.12.27)

廃炉

12基
(送電再開日)稼働中 10基、停止中 2基

87

３９

87

３８

(2023.9.20) (2017.5.22)(2016.２.1)(2023.8.2)

83

４９

83

４８

停
止
中
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【参考】原子力発電所の現状

停
止
中



再稼働を果たした原子炉：１２基

設置変更許可済：３基
（柏崎刈羽⑦、東海第二、柏崎刈羽⑥※）

設置変更許可済＋地元理解表明済：２基
（女川②、島根②）

設置変更許可済の原子炉：５基

※工事計画認可の審査中

断層・地震・津波や、プラント設備の審査中：１０基
（泊①②③ 、大間、東通①、浜岡③④、志賀②、敦賀②、島根③）

設置変更許可審査未了の原子炉：１０基

⚫女川②は、本年５月末に安全対策工事が完了。本年９月の再稼働に向けて、今後、原子炉への燃料装荷や燃料

装荷状態での検査等を進めていく。

⚫島根②は、本年12月の再稼働に向けて安全対策工事を実施中。

⚫柏崎刈羽は、昨年末に規制委の核物質防護に係る追加検査や原子炉設置者としての適格性の再確認が終了。

⚫東海第二は安全対策工事を実施中。

再稼働を果たした原子炉：１２基
(美浜③、大飯③④、⾼浜①※②③④、伊方③、玄海③④※、川内①②)

※ 定期検査により停⽌中

2024年5月17日時点

24

2024年6月2日時点【参考】原子力発電所の現在の状況



【参考】これまでの電力需要対策
年度

２０１２

２０１３

２０１４

２０１５

２０１６

２０１７

２０１８

２０１９

２０２０

２０２１

２０２２

２０２３

2013～2015年度：数値目標なし節電要請
（９電力管内）

2016～2021年度：省エネ・節電協力の呼びかけ

2014～2015年度：数値目標なし節電要請
（９電力管内）

2016～2021年度：省エネ・節電協力の呼びかけ

その他のエリアは
数値目標なし節電要請

＜数値目標付き節電要請＞

2012年度：北海道▲7%

2013年度：北海道▲6％

その他のエリアは
数値目標なし節電要請

※2018年度は北海道のみ数値目標なし節電要請

＜数値目標付き節電要請＞

2012年度：関西・九州▲10%、
             北海道▲7％、四国▲5%

〈
無
理
の
な
い
範
囲
で
の
節
電
〉

〈
無
理
の
な
い
範
囲
で
の
節
電
〉

2022年度：数値目標なし節電要請（10電力管内）

＜電力需給関係閣僚会合の開催状況＞

2011～2017 開催（2016、2017は書面開催）
2018～2021 開催せず
2022   開催（対面）
2023 開催（書面）

2011～2016 開催（2015、2016は書面開催）
2017～2021 開催せず
2022 開催（書面）
2023 開催せず

（冬季）（夏季）

2022年度：数値目標なし節電要請（10電力管内）

2023年度：数値目標なし節電要請（東京エリア）

夏季 冬季
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2023年度：省エネ・節電協力の呼びかけ



令和５年度補正予算におけるエネルギーコスト上昇に対する省エネ支援パッケージ（経済対策）

事
業
者
向
け

１．省エネ設備への更新支援
⚫ 工場のボイラや工業炉、ビルの空調設備や業務用給湯器などを、省エネ型設備へと更新することを支援する「省エネ補助金」に

ついて、全類型において複数年の投資計画に切れ目なく対応する仕組みを適用し、今後の支援の予算規模について、
今後３年間で7,000億円規模へと拡充。また、脱炭素につながる電化・燃料転換を促進する類型を新設し、中小企業の
カーボンニュートラルも一気に促進。【2,325億円（国庫債務負担行為の総額）】

⚫ ⾼効率の空調や照明、断熱材等の導入を一体で進めることで、既存の業務用建築物（オフィス、教育施設、商業施設、病
院等）を効率的に省エネ改修する支援策（環境省事業）を新設。【339億円（国庫債務負担行為の総額）】

２．省エネ診断
⚫ 省エネの専門家が中小企業を訪ね、エネルギー使用の改善をアドバイスする「省エネ診断」を、中小企業が安価で受けられる

よう支援。【31億円※R6当初9.9億円を含む】

３．経産省・国交省・環境省の３省連携による、住宅省エネ化支援 【4,615億円※新築、R6当初400億円を含む】
⚫ ヒートポンプ給湯機や家庭用燃料電池等の高効率給湯器の導入支援について、昼間の余剰再エネ電気を活用できる機種

等の支援額を上乗せ。また、寒冷地の⾼額な電気代の要因となっている蓄熱暖房機等を一新する措置を新設し、一体として
進めていく。【580億円】

⚫ さらに、設置スペース等の都合から、ヒートポンプ給湯機等の導入が難しい賃貸集合住宅向けに、小型の省エネ型給湯器（エ
コジョーズ）導入の支援策を新設。【185億円】

⚫ これらの措置を、環境省の省エネ効果の高い断熱窓への改修支援【1,350億円】、国交省の住宅省エネ化支援【2,500億
円※新築、R6当初400億円を含む】と合わせて、３省連携でのワンストップ対応で実施。

※「重点支援地方交付金」を追加し、全国各地の自治体によるエアコン・冷蔵庫等の省エネ家電買い換え支援や賃貸集合住宅向けの断熱窓への改
修支援を促進。

家
庭
向
け

26
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【参考】省エネ支援策、省エネメニュー等の広報について

⚫ ①R5補正で強化した企業・家庭向け省エネ支援策について、ホームページで広報を実施。
②効果的な省エネ行動をまとめた省エネメニュー（パンフレット、リーフレット）を作成し、都道
府県・関係機関等に周知。他にも、家庭の省エネ行動に関する動画による広報を実施。

＜家庭・オフィス向けの省エネリーフレット＞
（2023年度夏季の例）

＜省エネ広報動画＞

子供にも興味を持って
もらえるような家庭向け
省エネ動画を作成。
Youtubeに掲載し、
300万回以上の再生
達成。

＜家庭・事業者向けの省エネパンフレット＞
（2023年度夏季の例）

＜省エネ支援策
パッケージに関する
情報（省エネポー
タルサイト内＞
企業向け・家庭向
けの省エネ支援策に
関する情報を掲載。
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【参考】省エネ法による電気の需要の最適化の措置：ＤＲ報告制度

⚫ 2023年4月に施行された改正省エネ法では、電気の需要の最適化に関する措置を新設し、大
規模需要家に対し、ディマンド・リスポンス（DR）の取組について定期報告することを義務化。

⚫ これにより、令和５年度分の報告から、「DR実施回数（日数）」についての報告義務が開始。

⚫ さらに、令和５年度内の審議会での議論を経て、2024年度分の報告からは、高度なDR評価と
して、上げDRや下げDRといった区分毎の最大供給容量実績(kW)やDR実施量(kWh)、DR
実施にあたり活用した設備等についても任意で報告することができるようにした。

⚫ こうした措置により、事業者のDRに対する意識付けを行うことで、大規模需要家のDRを促進。

（参考）上げ・下げＤＲの考え方
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【参考】電力需給ひっ迫注意報／警報発令時の連絡体制（産業界・自治体）

各
府
省
庁

事
業
者
等

事
業
者
内

（
支
社
・
事
務
所
等
）

所
管
関
係
団
体
等

連絡体制の構築
（連絡先部署、連絡方法の把握等）

※地方支分部局への
連絡体制を含む

資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁

需給ひっ迫注意報

需給ひっ迫警報

＜産業界＞

資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁

各
地
方
経
済
産
業
局
等

市
区
町
村 関

係
団
体

都
道
府
県

住
民

需給ひっ迫注意報

需給ひっ迫警報

連絡体制の構築
（連絡先部署、連絡方法の把握等）＜自治体＞



30

【参考】計画停電実施の考え方の周知

⚫ 2024年度の計画停電の広域的な運用について、資源エネルギー庁、電力広域的運
営推進機関及び一般送配電事業者で連携して周知を行う。

⚫ 2024年4月1日から関係各社のホームページにて周知を実施。

資源エネルギー庁HP

電力広域的運営推進機関HP

一般送配電事業者HP
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【参考】系統対策

⚫ 全国大での送電ネットワークの増強を進め、再エネの導入を図るとともに、首都直下地
震等により首都圏等に集中立地するエネルギーインフラが機能不全に陥った場合の
バックアップ機能の強化を図る。

中部

関西

北海道

東京

北陸 東北

九州

中国

四国

沖縄

関西中国間九州中国間

中国四国間

関西四国間

中部関西間

210万kW → 300万kW
(2027年度中予定)

東京中部間

周波数変換設備60Hz

50Hz

120万kW → 210万kW
(2021年3月運転開始)

550万kW程度
→ 1028万kW

(2027年度中予定)

東北東京間

北海道本州間

90万kW → 120万kW
(2027年度中予定)

60万kW → 90万kW
(2019年3月運転開始)

東地域増強

関門増強 中地域増強

北陸関西間

中部北陸間

過去10年間で整備してきたもの

現在整備中のもの

計画策定プロセス中のもの

120万kW

再エネ
ポテンシャル

再エネ
ポテンシャル



（参考）容量市場の仕組み

⚫ 電力広域的運営推進機関は、実需給年度の4年前に容量市場のオークションを開催し、発電
事業者等から全国で必要な供給力を募集。オークションに応札があった電源等のうち、金額が
安いものから順に落札され、約定価格が決定。

⚫ 発電事業者等は、容量確保契約で定められた義務を履行することで、約定価格に応じて決め
られた「容量確保契約金」を受け取る。その原資は、小売電気事業者や一般送配電事業者
等が支払う「容量拠出金」によって賄われる。

オークションの開催 容量に対する支払い 

電力広域的運営推進機関
入札価格の安い電源から落札
(シングルプライスオークション)

電力広域的運営推進機関

入札 4年後

小売電気事業者
電源を確保するための費用を支払い

供給力の必要量を調達

容量拠出金

容量確保契約金

発電事業者
電力を供給可能な状態にしておく必要 32

〇卸売市場  ➡ 電力量（kWh価値）

〇容量市場 ➡ 将来の供給力(kW価値)

発電事業者

従来一体で取引されていた電力の価値のうち、kW価値を取引



（参考）長期脱炭素電源オークションの概要

33

〈新制度のイメージ〉

固定費 可変費

固定費水準の容量収入
（入札価格 ⇒ 落札価格）

収益の約９割を還付

卸市場・非化石市場等からの収入

落札価格の容量収入を原則20年間得る

②収入の期間

入札

X＋α年X年

建設
運転開始

運転建設 廃⽌
時間

建設費用、
維持費等

収入

収入は市場動向に左右され
予見可能性が低い

①投資判断時に
収入の水準を
確定させたい

②投資判断時に
長期間の収入を

確定させたい

金額

〈電源投資の課題〉

〈投資判断に必要な要素〉

広域機関
脱炭素電源への新規投資を対象とした入札を実施し

落札電源・落札価格を決定する

応札

〈落札電源の収入〉
①収入の水準

⚫ 近年、既存電源の退出・新規投資の停滞により供給力が低下し、電力需給のひっ迫や卸市場価格の⾼騰が発生。

⚫ このため、脱炭素電源への新規投資を促進するべく、脱炭素電源への新規投資を対象とした入札制度（名称
「長期脱炭素電源オークション」）を、2023年度から開始（初回の応札を2024年1月に実施）。

⚫ 具体的には、脱炭素電源を対象に電源種混合の入札を実施し、落札電源には、固定費水準の容量収入を原則
20年間得られることとすることで、巨額の初期投資の回収に対し、長期的な収入の予見可能性を付与する。

（※）本制度での収入＝落札価格－還付する収益



予備電源
※休⽌状態の維持費用

を手当て

休⽌電源供給力（稼働電源）
※容量市場等で確保

【参考】予備電源の概要

大規模災害等による供給力不足

稼働

予備電源の制度イメージ

※予備電源は、短期（3カ月程度）で立ち上げが可能な電源と
長期（1年程度）で立ち上げを行う電源に分けて募集を行う。 34

⚫ 緊急時にも必要な供給力が確保されるよう、一定期間内に稼働が可能な休止電源を維持する枠
組みである「予備電源」制度について、以下の方向で2024年度夏頃の初回募集に向けて準備中。

✓ 目的：大規模災害等による電源の脱落や、需要の急増など、追加の供給力確保を行う必要が生じた際に、
休止中の予備電源を稼働させることで、供給力不足を防ぐ。

✓ 対象電源・対象費用：休⽌中又は休⽌を予定している10万kW以上の⽕力（容量市場において2年連続
で落札できなかった電源）から選定し、休⽌状態の維持や修繕等に必要な費用を手当てする。なお、予備電
源を稼働させる際は、供給力不足が生じた際の公募等のプロセスを経ることとする。

✓ 調達量・制度適用期間：合計で300～400万kW程度とし、募集エリアは東西の2エリア、制度適用期間は
最大3年間とする。

✓ 費用負担・実施主体：託送料金による負担とし、電力広域的運営推進機関で調達等のプロセスを実施する。
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